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今泉　博之 1）

１．はじめに

2024 年度は，産業技術総合研究所の第 5 期中長期計画の

最終年度にあたります．GSJ は日本で唯一の「地質の調査」の

ナショナルセンターとして，引き続き我が国および世界の社

会課題の解決に向けた研究を実施します．また，これまでGSJ

が整備を進めてきた地質情報は一般企業では整備ができない

唯一無二のデータであること等が昨年度のアドバイザリー委

員会において指摘され（今泉，2023），この業務も着実に推

進していくことが社会から求められていると考えています．

本稿では，このような背景の下，2024 年度に GSJ が実

施する研究概要を当該年度の研究計画（産業技術総合研究

所，2024）に基づいて紹介します．

２．2024 年度の研究展開

2. 1　社会課題の解決に向けた研究開発
産業技術総合研究所が掲げる解決すべき社会課題「エネ

ルギー・環境制約への対応」において，産業・人間活動を

支える各種開発利用と環境保全とを調和させながら人間社

会の質をも向上させるために，領域融合プロジェクト「環

境保全と開発・利用の調和を実現する環境評価・修復・管

理技術の開発」を推進します．2024 年度は，（1）中国地方

を含む西日本地域の自然由来重金属類のデータベース作成

に向けて，自然土壌の採取・分析・評価を継続するととも

に，休廃止鉱山に関して，これまでに整備した鉱山データ

ベースを元に異常気象対応に向けたデータベースの活用の

検討等を進め，経済産業省の第 6 次基本方針の社会実装に

つなげます．除染土壌の最終処分に関連し，地質データと

の比較に基づくバックグラウンド自然放射線マップの詳細

化を目指します．（2）沿岸域における地下水調査，衛星観測

データおよび遺伝子解析技術から得られるデータを活用し

た環境影響評価手法を開発します．海域における資源開発

に伴う環境影響評価のために，画像解析等に基づく深海の

生物多様性評価技術や水中音・濁度観測手法，AI を活用し

た懸濁粒子計測技術の高度化を進め，底質や海水の微量金

属・栄養塩分析技術の高度化・省力化を検討します．（3）放

射性セシウム含有飛灰の洗浄・吸着に関してパイロット試
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験等を実施し，放射性セシウム含有飛灰の減容方法の実証を

目指します．民間企業や省庁と連携した休廃止鉱山におけ

る超省電力遠隔モニタリングの現地実証やパッシブトリー

トメントを継続し，適用場所の拡張や汎用化による技術普及

を加速します．除去土壌等の県外最終処分に向けた社会受

容性の評価に関して，必要なプロトコルの整理を進めます．

社会課題「強靭な国土・防災への貢献」に対して「強靭な

国土と社会の構築に資する地質情報の整備と地質の評価」

も推進します．2024 年度は，（1）内陸地震について，文科

省からの受託研究として地震発生確率が不明な活断層の活

動性の解明，長大活断層の連動性評価手法の研究，森本・

富樫断層帯の強震動予測などを実施します．海溝型巨大地

震については，発生履歴解明並びに津波波源モデル更新の

ための調査を千島海溝，相模トラフ，南海トラフ沿岸で実

施し，南海トラフ巨大地震に関しては，新たに令和 2 年

度，３年度補正で完成した２点の地下水総合観測点のひず

みデータのキャリブレーションを行うとともに，ひずみ・

傾斜データに全球測位衛星システム（GNSS）データを加え

た短期的ゆっくりすべりの断層モデルの時空間分布推定手

法の開発を継続し，ゆっくりすべりの解析結果を国に提供

します．令和６年能登半島地震について，震源域周辺の海

底活断層調査および海岸の隆起地形調査を行い地震調査研

究推進本部が行う活断層評価に反映するとともに，震源分

布に基づいて地下断層を同定する手法の開発を行います．

（2）火山地質図の整備は，秋田焼山および御嶽火山地質図

を出版するとともに，伊豆大島，雌阿寒岳のデータを取り

まとめます．大規模火砕流分布図については，洞爺火砕流

堆積物分布図を公開するとともに，十和田八戸火砕流およ

び大不動火砕流の分布図作成を進め，「火山灰データベー

ス」・「大規模噴火データベース」・「噴火推移データベース」

の更新を継続します．国の原子力発電所の立地基準の判断

に必要なカルデラ噴火に至る準備過程について，姶良カル

デラ等を事例に高温高圧相平衡実験によるマグマ生成・蓄

積過程などの研究を進め，原子力規制庁に報告します．（3）

福岡県の 2 断層，防予諸島周辺海域の 1 断層で掘削調査地

点選定のための物理探査を行います．活断層データベース

は縮尺 5 万分の 1 での表示に向け 20 断層線と 200 地点調

査地点データを更新し過年度更新分を公開します．3 火山
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で噴火口図を公表し，19 火山で高密度 DEM を利用した火

口位置データを作成します．九州地方全域の斜面災害履歴

および地質情報取得に向けた調査・解析を進め，九州北部の

斜面災害リスク評価に関わる地質情報を公開します．四国

〜九州東方沖で海洋地質図のシームレス化を進め，日本海北

東部の海洋地質図 4 図幅分の基礎データのデジタル化を行

います．地質情報のデータ流通網への接続のためデータカ

タログ管理と統合ポータルサイト構築を進めるとともに，5

万分の１地質図幅のベクトル化（20 図幅）と説明書データ等

の構造化（37 図幅）を行います．（4）国の放射性廃棄物処分

安全規制において，中深度処分の廃棄物埋設地に要求される

自然条件（断層活動および隆起・浸食）並びに広域地下水流

動の評価手法を取りまとめ，原子力規制庁に報告書を提出し

ます．数十万年にわたる断層の力学的活動性評価，および隆

起・侵食量の評価に必要な光ルミネッセンス年代測定技術の

適用範囲などを検討します．広域地下水流動モデルについ

ては，上北平野北部を例として地下水の地球化学データを

考慮した概念モデルの検証を行うとともに，同地域の水質や

透水性などの水理学的特徴を断層や海水準変動の影響を組

み入れて同地域の広域地下水流動のシミュレーションを実

施し，地下水流動解析に必要な技術情報を検討します．

社会課題「新型コロナウイルス感染症の対策」に対して，

領域融合プロジェクト「感染防止対策や行動指針の策定等

に繋がる研究開発」を推進します．2024 年度は，（1）AI

を用いた人々の行動認識技術および高度化された換気評価

技術を活用し，高齢者施設や病院等のハイリスク施設，そ

して次の感染症への備えとしての研究を，また呼気データ

から新型コロナウイルス感染を機械学習で判定する呼気ス

クリーニングシステム等の研究を進めます．（2）ウイルス

濃度が低いサンプルを 10 倍以上濃縮して測定することを

可能にする新規ウイルス濃縮デバイスの製品化を目指しま

す．また，抗ウイルス・抗菌効果の両方を併せ持つ汎用ポ

リマーコート剤の製造技術を確立し，前年度までに構築し

た抗ウイルス評価システムを用いてウイルス低減技術開発

を行うとともに，PCR 検査の精度管理並びに抗ウイルス機

能評価等に使用可能な試料としての脂質ナノ粒子の作製技

術・分析技術の開発とその応用を推進します．（3）抗ウイル

ス，抗菌試験機関の信頼性向上に向けた試験手技評価用の

標準試料片の開発を行うなど，抗菌・抗ウイルスコーティ

ング技術の社会実装を進めます．

2. 2　�産業競争力の強化に向けて重点的に取り組む研究開発
2024 年度において，GSJ では「産業利用に資する地圏の

評価」として以下の研究開発を推進します．（1）⽯油・天

然ガスに係る研究開発において，⽇本周辺海域におけるメ

タンハイドレートの賦存状況および成因解明等のため，物

理探査による地下構造の推定を行います．地圏微生物起源

の燃料資源評価法として，メタンを作る微生物への圧力に

関する影響について評価を行います．国内外における希⼟

類を主対象に賦存量およびその開発可能性を評価するとと

もに，鉱石品位の低下などの社会課題の解決を目指しレー

ザー等による鉱物の元素分析や粒子解析に係る⼿法の開発

を⾏います． 鉱物材料に関して，粘土系高性能吸着剤ハ

スクレイの性能向上とともに，ハスクレイを用いた主に農

業分野での二酸化炭素施用・加温・除湿システムの開発に

取り組みます．（2）沿岸部での地層処分に係る技術開発に

おいて，沿岸海底下を想定した地質環境モデルの構築と類

型化に取り組むとともに，沿岸部の深部塩水の流動評価技

術の高度化を行います．処分施設の母岩となり得る古い地

質が分布する地域を対象とした海底湧水調査の技術開発を

行います．また，安全な CCS 実施に向けて，断層安定性

ジオメカニクスモデルを CCS 実証試験サイトで試行する

とともに，玄武岩での CO2 固定の一環として，地熱貯留層

における単一亀裂系の流動－反応モデルを構築します．風

化促進に資する苦鉄質岩データベースの開発や塩基性鉱物

を用いた人為加速因子の検討を行います．土壌・地下水環

境における有害化学物質およびマイクロプラスチック等環

境懸念物質に関するリスク管理手法および浄化技術開発を

行います．（3）地下の物理特性測定のための地質調査技術

の開発の一環として，中国地方での MT 法探査により 3 次

元比抵抗モデルを作成します．また，弾性波とミュオンの

実験データを用いた統合解析を実施しその実用性を検証し

ます．地圏流体が関与する岩盤挙動や岩石物性評価のモデ

リング技術の高度化や，掘削モデルの最適化と適用範囲の

検証に関わる研究開発を推進します．（4）産総研が持つ⽇

本周辺の海底地質情報の取得・解析技術，再⽣可能エネル

ギー等の海洋利⽤が期待されている海域の地質学的知⾒を

公的機関，⺠間企業へ提供し，利活⽤の促進を図ります．

また，過去に調査航海により得られた九州南岸，能登以北

の⽇本海北部域の海洋地質図作成に利⽤した基礎データを

利活⽤可能なデータとして集約・データベース化を進め，

提供します．（5）⾼スペクトル分解能衛星センサによる地

質情報データ作成（特にエネルギー資源・鉱物資源探査に関

わる地質鉱物データ）に向けて，引き続き世界最先端セン

サのHISUI（Hyperspectral Imager SUIte）データを使った宇

宙環境下におけるハイパースペクトルデータの有⽤性の評

価等の実証研究を⾏います．実証研究として輝度値プロダ

クト処理・アーカイブシステムの開発・運用を継続し，特
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にデータ処理の高度化，全量処理への対応と長期アーカイ

ブに向けた整備に取り組みます．

2. 3　知的基盤の整備
2024 年度，GSJ は「地質調査のナショナルセンターとし

ての地質情報の整備」として以下を推進します．（1）第３期

知的基盤整備計画に沿って，地質災害軽減，地域振興・地⽅

創⽣，地質標準確⽴に資する重点化地域の５万分の１地質

図幅の整備（４区画の出版と 3 区画の原稿完成）を進めます．

20 万分の１⽇本シームレス地質図 V ２は，新しく出版した

20 万分の１地質図幅を反映させ更新するとともに，簡略表

示版を作成します．合わせて地球物理図の未整備エリアの

整備を実施し公表します．（2）北部沖縄トラフ北部に位置す

る九州北⻄および西方のデータ完備していない海域の海洋

地質情報を，第３期知的基盤整備計画に沿って計画的に取得

します．既存のデータが古く精度が担保できていない⻑崎

県北西方，熊本県西方海域の海洋地質調査を主に実施しま

す．既存データの解析から⽇本列島主要４島周辺並びに琉

球諸島周辺における未整備海域の海洋地質図の３図幅を新

たに整備します．（3）紀伊水道沿岸域で令和５年度までに実

施された調査結果や既存資料などのデータ解析を進め，国・

⾃治体や企業などの防災・産業開発の基礎資料に資する地質

情報の整備を進めます．また，瀬戸内海周辺沿岸域の地下

および地表の地質構造を評価するための調査を開始します．

伊勢湾・三河湾沿岸域の調査の成果について，地質図や地

盤・活断層データのデジタル化を進めるとともに一部を論文

等により公開し，海陸シームレス地質情報集の公開準備を進

めます．（4）埼玉県南東部の 3 次元地質地盤図を外部から閲

覧・利用できる形式で公開します．また，神奈川県東部およ

び千葉県中央部北部延長地域の 3 次元地質地盤図の取りま

とめとして，ボーリングデータの地層対比作業を完了させ，

その結果を基に地層境界面モデルを作成します．

さらに，地質情報データベースや地質標本の整備・管理

を行い，効果的に成果を発信することにより，地質情報の

社会への活用を促進します．具体的には，（1）地質情報の

利活用を推進する基盤構築のために，活用性の高い地質図

幅情報の整備と公開を着実に進めます．また，新たに取得・

整備された地質情報・地質標本について，⼆次利⽤を容易に

するためにメタデータを整備し，データベースへのデータ・

画像等の新規追加・公開を行います．地質図の表示に関わ

る日本産業規格JIS A 0204および JIS A 0205の改正を行い

ます．（2）「地質の調査」の研究成果普及のため統⼀的な基

準に基づく，信頼性の⾼い研究成果物を出版します．また，

地質情報の有効な社会利⽤のために，研究成果に基づき構

築されたデータベース等について，セキュリティ上の安全

性を確保した上で整備・管理し，常時利⽤可能なサービス

として広く提供します．ウェブサイトからの情報発信や地

質情報展を実施します．（3）「地質の調査」の⼀層の社会的理

解促進・認知度向上のため，最新の研究成果を特別展「深部

流体」，企画展「放散虫」，イベント等で発信します．また，

インターネットを活⽤した伝達⼿段を拡⼤し，普及・啓発

活動を推進します．さらに，⾃治体，企業，⼤学，研究機

関等の様々なコミュニティのニーズに対応するため，地質

情報の提供・成果普及活動，研修等を実施します．

３．おわりに

産総研は第 5 期中長期計画期間を「産総研が中核となる

ナショナル・イノベーション・エコシステムのプロトタイ

プの構築」期と位置付け，第 6 期においては「産総研が中核

となるナショナル・イノベーション・エコシステムの発展」

期と位置付けています（産業技術総合研究所，2023a）．こ

の展開の中で「産総研グループ」としての事業規模を拡大し

ていくことを目指しています．GSJ も産総研グループの一

員として，研究成果の社会実装に向けた体制と活動を強化

するために設立した株式会社 AIST Solutions（産業技術総合

研究所，2023b）と一層連携し，「地質の調査」およびそれに

基づく研究開発の成果を社会実装に近づけられるよう，努

力したいと考えています．ただその一方で，GSJ が社会から

求められている役割も強く意識して，継続した地質情報の

整備およびそれらの利活用の促進を図っていく所存です．
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